
平成２４年　年頭所感

年頭の御挨拶に先立ち、昨年の東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所の事故で被災された皆様に、心からお見舞い申し上げます。
　今般の震災及び原発事故は、国民の皆様の暮らしや日本経済に深刻な影響を与えました。また、急激な円高に加え、エネルギー供給制約が生じるなど、我が国製造業にとっては大変厳しい一年となりました。現在においても、未だこのような危機的な状況は打開されておらず、産業の空洞化や国内雇用の喪失が強く懸念されているところです。
　経済産業省といたしましては、昨年、三次補正予算を活用し、5,000億円規模の国内立地補助を措置いたしました。震災によって露見したサプライチェーンの脆弱性を補完し、サプライチェーンの中核となる部素材を国内製造拠点から確実に供給していく体制の整備を進める企業に対し、積極的な支援を実施して参りたいと考えております。
また、事業環境の国際的なイコールフッティングを確保する観点からは、税制改正に取り組んで参りました。特に化学業界との関わりで言えば、ナフサを始めとする原料用途免税について、国際標準を踏まえ、石油製品製造用ナフサ等の揮発油税法及び石油石炭税法本則による非課税恒久措置の実現を財務当局に強く求めて参りました。結果としては、これを全て実現することはかないませんでしたが、平成24年度税制改正大綱において、これまで免税期限の定めのあった石油石炭税について、租税特別措置法上の免税措置を「当分の間」とする事実上の恒久措置が盛り込まれました。国内事業環境改善に向けて、大きな成果をあげたものと考えております。この過程で、化学業界の皆様に、大変なご協力をいただきましたが、今後とも、皆様と連携しながら、最終到達点である原料用途免税の本則化の実現に取り組んで参りたいと存じます。
　
我が国化学産業は、出荷額約２５兆円、従業者約７０万人を擁する一大産業であり、高い国際競争力を誇る製品を多数生み出しています。また、ノーベル化学賞受賞者の多さが示すように、化学分野における日本の学術水準は高く、優れた研究開発を行う大学が多数存在しております。これは即ち、日本化学産業の未来が明るいことを表しております。我が国が、次代を担う技術革新を生み出し世界を牽引していくことが、今後、日本経済が再生していく上で、重要な鍵となるものと考えております。経済産業省といたしましても、先駆的な技術開発支援などを充実して参りたいと考えております。

本年も、欧州財政事情の悪化の影響等も相まって、容易ならざる状況が続くものと思われますが、経済産業省としても、事業環境改善に向けて全力で取り組んで参ります。皆様には今後とも一層の御支援と御協力を賜りますようお願いいたします。
本年が皆様にとりまして、一層の御発展、御活躍の年になることを祈念いたしまして、私の念頭の挨拶といたします。
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